
 

令和６年度 第６回 大阪港湾局服務規律確保推進委員会 

 

日 時：令和６年 11 月５日（火） 11：00～ 

場 所：大阪港湾局 第１会議室 

 

 

議  題 

 

１ ９月の懲戒処分、服務・ハラスメント防止研修、及びドライブレコーダー等管理要

綱について 

 

 

 

 

２ 休暇、超勤、休職者の状況について 

 

 

 

 

３ 入札等監視委員会の意見への対応について 

 

 

 

 

４ その他 
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    懲戒処分の公表

懲戒処分の公表

　大阪市では、大阪市職員基本条例に基づき、毎月1回、前月に行った懲戒処分を公表しております。

令和6年9月の懲戒処分の公表について

項
番

所属
階級

(管理職
のみ )

職種

年
齢
(処
分
時 )

処分内容
(年月日 )

事案概要

1
教育委員会
（学校園） 　

小学校
教諭 28

免職
（令和6年9月26日）

　令和6年6月、高校2年生の女性と自宅マンシ
ョンにおいて性交した。

2
教育委員会
（学校園）

中学校
講師 38

免職
（令和6年9月30日）

　令和6年9月、大阪府内の駅構内のエスカレー
ターで、スマートフォンを自らの前方にいた女子高
校生のスカートの中に差し入れた。

3
教育委員会
（学校園）

小学校
教諭 23

停職1月
（令和6年9月30日）

　令和6年5月から7月にかけて、校内において
複数回、他の教職員とわいせつ行為等をした。

4
教育委員会
（学校園）

小学校
講師

23
停職1月
（令和6年9月30日）

　令和6年5月から7月にかけて、校内において
複数回、他の教職員とわいせつ行為等をした。

5 都市整備局 係長級 事務職員 43
減給3月
（令和6年9月30日）

　令和6年、前所属在籍中の勤務時間内及び
勤務時間外に、部下職員1名に対して、性的な
関心を話題にするなどして、同部下職員を不安
にさせた。
　また、事実関係の聞き取りにおいて、虚偽の報
告をした。

6 環境局
事業担当
主事

48
減給3月
（令和6年9月30日）

　令和5年8月から令和6年8月にかけて、認定
経路と異なる経路で通勤し、通勤手当を不正に
受給した。
　また、令和6年8月、通勤手当の事後確認に
おいて、虚偽の報告をした。

7 消防局 消防吏員 40
停職6月
（令和6年9月30日）

　令和6年2月、大阪府内の運行中の電車内で
下半身を露出した。

8 消防局 消防吏員 34
停職1月
（令和6年9月30日）

令和6年2月、兵庫県内の駅構内において、女
性に不安を覚えさせるような卑わいな言動をし
た。

教育委員会（学校園）
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教育委員会事務局教務部教職員人事担当

電話番号：06-6208-9059

ファックス：  06-6202-7053

消防局

消防局企画部企画課

電話番号：06-4393-6207

ファックス：  06-4393-6209

その他

総務局人事部人事課

電話番号：06-6208-7516

ファックス：  06-6202-7070

このページの作成者・問合せ先

大阪市　総務局人事部人事課

住所：〒530-8201大阪市北区中之島1丁目3番20号（大阪市役所4階）

電話：06-6208-7511

ファックス：06-6202-7070

メール送信フォーム

Copyr igh t  (C)  C i t y  o f  Osaka  A l l  r i gh ts  reserved .
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令和６年 11月１日  

 

 各課長、課長代理 様 

 

人事・港湾再編担当課長  

（担当：山田（雅）6615-7708）  

 

令和６年度 大阪港湾局 服務研修・ハラスメント防止研修の実施について 

 

 標題について、次のとおり実施しますので、課内職員の受講についてよろしくお願いいたしま

す。 

 

記 

 

１ 目的 

 職員一人ひとりが服務規律について再認識し、今年度の自身の行動について振り返ること

により、次年度以降の不祥事発生の未然防止に繋げ、市民、府民及び港湾事業者の信頼を得

て、質の高い行政運営の実現に資するとともに、服務規律の確保に不可欠である風通しのよ

い職場づくりに向けて、職場におけるハラスメント事案の発生を予防することを目的に、本

研修を実施します。 

 

２ 対象職員 

  本通知時点で大阪港湾局に在籍している課長級以下の全職員 

  ※ 再任用職員、会計年度任用職員、臨時的任用職員等も対象です。 

  ※ 育児休業等、長期休業中の職員は対象外とします。 

 

３ 実施期間 

  本通知日から令和７年１月 31日（金）まで 

 

４ 実施方法 

（１）研修の受講について 

  別添の研修資料により、ｅラーニング形式で受講してください。 

ｅラーニング形式での受講が困難な場合は、研修資料を課（担当）内で印刷して配布す

る等のご対応をお願いします。 

 

（２）課（担当）内で意見交換会の実施 

   ｅラーニング形式での受講後、各課において、意見交換会を実施してください。 

【目 的】eラーニングで学んだことをアウトプットする機会とし、研修内容の再確認や

職員同士の知識を共有し、服務の確保・ハラスメントの防止につなげます。 

   【内 容】「服務」又は「ハラスメント」に係るテーマを決め、各課（担当）内で、意見

交換会を実施します。 

  【時 間】30分程度 

  ※進行は管理監督者で行ってください。できる限り課長又は課長代理もご参加いただき、

部下職員の意見を尊重した上で、実施してください。 

  ※職場の実態に応じ、実施しやすい手法・時間としてください。 

 

 【例１ 集合研修】30人の部署 30分程度 ３回に分けて実施 

 テーマ：「風通しのよい職場づくりについて」 

 チーム：10人で１チーム、会議室にて実施 

 討論内容：現在の職場の率直な意見を言い合い、課題があれば、解決するにはどうしたら

いいか 

       



【例２ 集合研修】10人の部署 30分程度 ２チームで同時実施 

テーマ：「不適切事務」 

チーム：５人で１チーム、会議室にて実施 

 討論内容：日々の事務を見直し、不適切と取られかねない事務を行っていないか 

 

（３）【係長級以下対象】受講者アンケートについて 

   研修受講後、以下のフォーム（Microsoft Forms）から「受講者アンケート」を実施し

てください。アンケートの回答をもって実施報告とします。 

フォームからの回答が困難な場合は、添付のアンケート用紙を印刷・配付する等でご

対応願います。 

 

【アンケート回答先】Microsoft Formsでの回答はこちらをクリック 

 

（※極力、専用フォームから回答いただきますようお願いします。） 

  

紙で回収したアンケート用紙は、各課（担当）にて取りまとめのうえ、令和７年２月７

日（金）までに総務課（人事・港湾再編担当）山田（雅）あてご提出願います。 

 

 

 （４）【課長・課長代理級対象】受講者アンケートにアンケートについて 

   研修受講後、以下のフォーム（Microsoft Forms）から「受講者アンケート」を実施し

てください。 

 

【アンケート回答先】Microsoft Formsでの回答はこちらをクリック 

 

 

https://forms.office.com/Pages/ResponsePage.aspx?id=OIsblre-d0e8liRj7M2XDi8ZbH01rJNLszLKUkP3KUFUMEpEQlo1T1VZSFBYM1BIQ042M0ZHSkdMQy4u
https://forms.office.com/Pages/ResponsePage.aspx?id=OIsblre-d0e8liRj7M2XDi8ZbH01rJNLszLKUkP3KUFUOFVNSTRPMjc4NERWOVozMDRRQlAwMDdFRS4u


令和６年度
大阪港湾局服務研修

令和６年11月 大阪港湾局総務課（人事・港湾再編）
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１ はじめに

服務上留意すべき点について、改めて職員一人ひとりに確認していただき、常に公

務員としての自覚を持って行動し、不祥事の発生を防止することにより、市民・府民

はもとより、港湾利用者からも信頼を得て、質の高い行政運営を実現することを目的

とします。前年度から局の懲戒処分件数は増加傾向にあり、局独自の服務研修を実施

します。

大阪港湾局は、大阪市を幹事団体とした府市の共同設置機関で、配属された職

員は大阪府の職員も大阪市の職員とみなして取り扱うこととなるため、この研修

資料は大阪市の取組を基本として作成しています。

※事例によってはこの資料の取扱いとは異なる場合もあります。ご了承ください。



公務は市民・府民からの信託を受けて遂行しますが、ひとたび
職員の不祥事が発生すると、市民・府民の信用失墜を招き、
円滑な公務遂行に支障が出てしまいます。

市政・府政を円滑に運営していくためには、

服務規律の確保が重要です！

さらに、大阪港湾局の職員は、府市の港湾及び海岸を管理していることから、
市政はもとより、府政にも影響があるということを意識する必要があります。

２ 服務について



具体的にはどんな事に気を付ければいいの？

・「大阪市職員基本条例」
地方公務員法に定める根本基準に従った健全な人事制度を構築し、

これを公正かつ厳格に運用するために必要な事項を定めています。

・「大阪市職員倫理規則」
職員一人ひとりが遵守すべき事項を具体的に規定されています。

後で詳しく学びます

これらの規定は庁内ポータルに掲載されていますので、確認しておきましょう
総務局所属サイト＞人事関係情報＞02関係規定・手引等＞服務に関する主な関係規定

https://osakacitycommunication.sharepoint.com/sites/ba-site/sec/_layouts/15/listform.aspx?PageType=4&ListId=%7BC6F0E2EE%2DE077%2D4B91%2D9657%2D0848D76225FA%7D&ID=21&ContentTypeID=0x0100BBA177CD27BE5C4F8EA64185389D329F00C3B816CB737F27409755F9CFF66AF009


服務違反があった場合に行われる処分には、次の２種類があります。
根拠法令：地方公務員法

②懲戒処分（法29条）

• 公務の規律・秩序の維持が目的

• 職員の非違行為（＝違法行為や全
体の奉仕者としてふさわしくない
非行等）に対して、道義的制裁
（免職、停職、減給、戒告）を
与える

①分限処分（法28条）

• 公務能率の維持・適正な運営の確
保が目的

• 一定の事由によって職責を十分に
果たすことができない場合に、職
員の意に反して不利益な身分上の
変動（免職、休職、降任、降給）
をもたらす

３ 分限処分と懲戒処分

大阪港湾局の府職員は、あらかじめ知事と協議のうえ、分限・懲戒処分を行います。



① 勤務実績がよくない場合

② 心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに耐えない場合

③ その職に必要な適格性を欠く場合

④ 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合

① 心身の故障のため、長期の休養を要する場合（⇒病気休職）

② 刑事事件に関し起訴された場合（⇒起訴休職）

降任・免職の事由（法28条第１項）

休職の事由（法28条第２項）

①分限処分について

「一定の事由よって職責を十分に果たすことができない場合」とは…



手続きの流れ（勤務実績不良・適格性欠如の場合）

大阪市人事監察委員会への意見聴取

・勤務実績、上司の指導又は注意の状況の記録、その他の対象職員の勤務に係る記録の収集
・繰り返しの指導又は注意、担当業務の見直し、医師の受診勧奨 など

降
任

ま
た
は

免
職

改

善

任命権者（市長等）が講じる措置（適正化指導）

特別研修
・総務局が行う研修
・所属が行う職場特別実習

警告書（降任又は免職の処分が行われる
ことがあることを示した文書）の交付

（出典：「職員の分限処分等に関する要綱」）



① 地方公務員法などの法律や、これらに基づく条例、規則、規程に違反した場合

② 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

③ 全体の奉仕者としてふさわしくない非行のあった場合

②懲戒処分について

懲戒（法29条第１項）

◆戒告 服務規律違反を確認し、その将来を戒める

◆減給 一定期間（１日～６月）、給料が一定割合減額

◆停職 一定期間（１月～１年）、職務に従事できず、その間は無給

◆免職 職員としての身分を失う（※退職手当は支給されない）

軽

重

※このような直接の効果のほか、昇格、昇給や期末・勤勉手当にも影響します。
※上記のほか、「文書訓告」「口頭注意」といった行政上の措置もあります。

毎月10日に大阪市HP及び庁内ポータルに前月分の懲戒処分を公表しています



４ 大阪港湾局における懲戒処分件数と処分事例

～懲戒処分件数の推移～

63件

68件

63件 59件

91件

25

1件 3件
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R1 R2 R3 R4 R5 R6

大阪市 大阪港湾局

大阪港湾局における懲戒処分件数は、ここ数年ほぼ横ばい状況に
ありましたが、令和５年度は増加しました。

※ただし、自粛要請下
における職員の会食事
案を除く。

※令和６年度は
８月末現在の時点



大阪港湾局における処分事例①

【不適正な事務処理（分割発注）】

•一般競争入札の手続きを避けるため、購入する予定の物品及びその
数量を意図的に分割し、予定価格を40万円以下にして比較見積によ
り契約を行った。 減給・戒告

 ポイント

不適正事務は、担当者が仕事を抱え込み、困って追い詰められたときに一人
で何とかしようとして起こしがちであり、職員間で事務の進捗状況を情報共有
していたり、早い段階で周囲の誰かに相談できれば防げるものが多いはずです。

✓ 事務を一人で抱え込まず、報告・連絡・相談を徹底しましょう

✓ 担当者しかわからない状況を防ぎ、職場全体で業務の標準化に取り組みま
しょう

✓ 周囲に何でも話ができる、風通しのよい職場づくりに努めましょう



大阪港湾局における処分事例②

【諸給与の違法支払・不適正受給等】

•自宅から職場まで公共交通機関を利用しているとして通勤手当を受給
していたにもかかわらず、常例的に自転車や徒歩で通勤し、通勤手当
を不正に受給した。 減給

 ポイント

扶養手当、住居手当、通勤手当等、各種手当の受給に係る届出内容に変更があった

場合には、すみやかに変更の届出を行いましょう。

通勤手当の受給にあたっては、原則として届け出た交通手段で通勤するとともに、

未届の交通用具を常例的に使用することのないようにしましょう。

特に人事異動後は、必要な手続きを忘れないよう気を付けましょう！



大阪港湾局における処分事例③

【休暇の虚偽申請】

•同居する家族が新型コロナウイルス感染症に罹患したとの虚偽の報告
を行い、特別休暇を不正に取得しようとした。 減給

 ポイント

休暇の虚偽申請（虚偽報告）は、市民・府民からの信用を失うことはも

ちろん、休暇制度の厳格化にも繋がりかねません。（過去には、平成25年

に「子の看護休暇」や「病気休暇」などの制度が厳格化されています。）

突発的な事情等に備え、年次休暇の残日数には留意してください。



大阪港湾局における処分事例④
【不適正な事務処理（公文書）】

• 情報公開請求等があったにもかかわらず、保存期間が過ぎているとの考えから
メールを削除し、さらに、組織で共用していた外付HDDにメールが保存して
いるのを知りながら不存在として取り扱った。 減給・戒告

 ポイント

職員が職務上作成・取得したメール資料は、保存期間が経過していたと

しても外付HDD等に存在していれば全て公文書に該当する。

公文書の取扱いに関しての認識を十分に備えましょう。



大阪港湾局における処分事例⑤
【信用失墜行為（差別発言）】

• 延べ３日にわたり公用車内における職員との会話の中で、同僚職員数名を
指して、部落差別を意図する賤称語を数十回にわたり執拗に繰り返しつつ
誹謗中傷した。また、一方の職員も注意・指導する立場でありながら、当
該発言を助長する部落差別発言を行った 減給

 ポイント

部落差別とは…日本社会の歴史的過程で形づくられた身分差別により、日
本国民の一部の人々が長い間、経済的、社会的、文化的に低位の状態を強
いられ、今なお日常生活の上で様々な差別を受けるなどといった我が国固
有の人権問題

庁内ポータルに「懲戒処分の公表」のページがあります。一度確認してみましょう。
総務局所属サイト＞人事関係情報＞05懲戒・服務関係＞懲戒処分の公表（毎月10日頃更新）



差別事象の発生を把握したら

※参考：差別事象対応マニュアル（庁内ポータル）＜R６.８改正＞

各所属において差別事象の発生を把握した際には、差別事象対応マニュアルに基づき、市民局

（人権啓発・相談センター）へ直ちに差別事象を報告しなければなりません。

他者を傷つけ人権を踏みにじる差別発言は、本市がめざす人権尊重の社会づくりの理念と相

反するものであり、断じて許されるものではありません。

職員一人ひとりの行為が本市の人権行政、ひいては市政全体に大きな影響を及ぼすことを全

職員が認識するとともに、率先して人権行政を推進すべき責任を負っていることを自覚し、断

固たる姿勢で差別の根絶に取り組んでいいかなければなりません。

今後について

https://osakacitycommunication.sharepoint.com/sites/ca-site/sec/_layouts/15/listform.aspx?PageType=4&ListId=%7BE050FBCC%2DE39A%2D42D0%2DBF01%2D933E60BF5837%7D&ID=1&ContentTypeID=0x0100BBA177CD27BE5C4F8EA64185389D329F00C56841F894EFD140A104DC84B1771B73


第33回 大阪市服務規律刷新プロジェクトチーム会議

令和６年度における重点取組について

①【飲酒時の非違行為】

• 事案が多く発生しており、気の緩みやすい飲酒時において、公務員として
の自覚を一層促す必要があるため、前年に引き続き継続とする。

②【ハラスメント事案】

• 働きやすい職場環境を構築するには、切れ目のない取組みが必要不可欠な
ため、前年に引き続き継続とする。

年度 重点取組① 重点取組②

令和５年度 ５件 ３件

令和４年度 １件 １件

処分件数（市長部局等）



自分に都合の良い解釈をしていませんか？

「自分は大丈夫…」 、「これぐらいなら大丈夫…」 などと思っていた。

（セクハラ）「相手は好意的だ…」、（パワハラ）「厳しく指導して何が悪いんだ…」

などと思っていた。

「これぐらいならバレないだろう…」 、「ミスしたことを誰にも言い出せない…」

などと思っていた。

①飲酒運転

②ハラスメント

不適切事務
プラス

お酒に酔うと、理性や感情をコントロールする機能が抑えられ、本能を司る部分の働きが活発
になります。そのことが、暴力行為、わいせつ行為・交通事故を引き起こす一因となります。

アルコールは脳の活動に影響を与え、普段なら抑えられる感情を抑えられなくなることがあり
ます。飲酒時の行動がハラスメントに発展する可能性があります。



「大阪市職員基本条例」に基づく「大阪市職員倫理規則」では、職員一人ひとりが遵守す
べき事項について、例示的に定められています。今一度、確認しておきましょう。

５ 職員倫理規則について

市民の疑惑や不信を招くような行為の防止のため、次の事項を遵守しましょう。

• 職務上知り得た秘密、個人情報をみだりに他人に知らせたり、不当な目
的で個人情報を収集・利用しない。

守秘義務及び
個人情報の保護

【１号】

• 「市政運営に関する情報は市民の財産」という認識の下、公文書の作
成・保存・廃棄・その他管理を適切に行う。

公文書の管理
【２号】

• 公金、物品の取り扱いに際しては、責任の所在を明確にし、適正に取り
扱う。

公金、物品の
取扱い【３号】

遵守事項（２条）

総務局の「文書事務の手引き」を確認しよう

個人情報保護法、大阪市個人情報保護条例等を確認しよう

会計室の「現金収納保管事務マニュアル」「物品管理マニュアル」を確認しよう



• 「不適正な資金の捻出」や「入札手続きを避けるための
意図的な分割発注」などを目的とした不適正な取り扱いを
行わない。

契約事務の
取り扱い【４号】

• 出張、休暇、職免等、職場を不在とするときには、
適正に手続きを行う。

出張、休暇等の
手続き【５号】

• 各種手当（扶養手当・住居手当・通勤手当 等）の受給に係る
届出内容に変更があった場合には、速やかに変更の届出を行う。

• 通勤手当の受給にあたっては、原則として届け出た交通手段
で通勤するとともに、未届の交通用具を常例的に使用しない。

各種手当の受給
手続き【６号】

• 上記以外の職務上の手続きは、法令や各事務マニュアル等の定めに基づき
適正に行う。

その他職務
手続き【７号】

遵守事項（２条）

契約管財局の「契約事務の手引」「公正契約職務執行マニュアル」
を確認しよう

総務局の「勤務条件のてびき」を確認しよう

総務局の「給与関係情報（給与制度に関する条例・規則等）」を確認しよう



• 「清潔な身だしなみ」、「（市民応対時の）名札の着用」、
「身体の入れ墨がある場合には、それを市民に見せない」
など、市民に不快感を覚えさせることのないようにする。

勤務時間中の留意事項
【８号】

• 入れ墨の施術を受けない。
入れ墨の禁止
【９号】

• 「セクシュアルハラスメント」、「妊娠・出産・育児
又は介護に関するハラスメント」、「パワーハラス
メント」は行わない。

各種ハラスメントの禁止
【10～12号】

• 車両運転時には、交通法規を遵守し、事故防止及び安全運転に努める。

• とりわけ飲酒運転は決して行わない。
車両運転時の注意

【13号】

• 「租税」「水道料金」「公営住宅の家賃」「その他
公的債務」を定められた期限までに支払う。

公的債務の期限内納付
【14号】

遵守事項（２条）

「ハラスメントの防止等に関する指針」を確認しよう

大阪港湾局の「車両管理規定」を確認しよう



• 金銭、物品又は不動産
の贈与を受けること

• 金銭の貸付を受けるこ
と

• 無償で物品又は不動産
の貸付、役務の提供を
受けること

• 未公開株式を譲り受け
ること

禁止行為【１号】 禁止行為【２号】 禁止行為【３～４号】 禁止行為【5号】

禁止行為【６号】

•供応接待を受けること

禁止行為【７～８号】

•共に遊技又はゴルフ、
旅行をすること

禁止行為【９号】

•第三者に対し①～⑥の
行為をさせること

利害関係者から（または利害関係者の負担により）、次のような行為を行うことが禁止されています。

利害関係者との関係（３条）

総務局所属サイト＞人事関係情報＞02関係規定・手引等＞ 服務に関する主な関係規定
＞「大阪市職員倫理規則（利害関係者等との関係）の運用方針」

「利害関係者との関係」については、運用方針が策定されており、
禁止行為の類型やその考え方が示されています。

市民目線で見て
疑惑や不信を招く
行為がないか、
職員一人ひとりが
自律的に考えて行動
する必要があります

https://osakacitycommunication.sharepoint.com/sites/ba-site/sec/DocLib15/03_%E6%87%B2%E6%88%92%E3%83%BB%E6%9C%8D%E5%8B%99%E9%96%A2%E4%BF%82/02%E9%96%A2%E4%BF%82%E8%A6%8F%E5%AE%9A%EF%BC%88%E6%9C%8D%E5%8B%99%E9%96%A2%E4%BF%82%EF%BC%89/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%B8%82%E8%81%B7%E5%93%A1%E5%80%AB%E7%90%86%E8%A6%8F%E5%89%87%EF%BC%88%E5%88%A9%E5%AE%B3%E9%96%A2%E4%BF%82%E8%80%85%E3%81%A8%E3%81%AE%E9%96%A2%E4%BF%82%EF%BC%89%E3%81%AE%E9%81%8B%E7%94%A8%E6%8C%87%E9%87%9D%EF%BC%88R4.8%EF%BC%89.pdf


次の事項に留意し、職務に臨むよう努めることとされています。

業務の進捗状況を把握し、年次

休暇を計画的に取得しましょう。

業務能力の向上のみならず、自

己の資質の向上を図りましょう。

ワークライフバランスを通じた心身

の健康管理に努めましょう。

返済能力を超える借財を重ねない

等、健全な生活設計を図りましょう。

過度の飲酒及び遊興を控え、節度

を守りましょう。

今年度の行動を

振り返ってみましょう

みなさんはいくつ

達成できましたか？

努力義務（４条）



６ おわりに
• 市民・府民からの信頼を得て、質の高い行政運営を実現
するためには、大阪港湾局の職員一人ひとりが高い倫理
観を持ち、「不祥事を起こさない」 「不適切事務を発生
させない」という強い意志を持って行動することが重要
です。

• 平成26年に「大阪港湾局職員行動指針」を策定し、職員
の意識改革に取り組んできました。その実現へ向けた具
体的な方法が示されています。日頃から意識し、職員一
人ひとりが一丸となって、取り組んでいきましょう。

• 市民・府民から疑念等を抱かれる行為はしないように心
掛けること。

• 疑問に思うことがあれば、上司や同僚に相談すること。

続いて「ハラスメント防止研修」へ



令和６年度

ハラスメント
（パワハラ・セクハラ）
防止研修
～風通しのよい職場づくりに向けて～

令和６年 1 1月 大阪港湾局 総務課（人事・港湾再編）
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5 おわりに



1  目的

近年、労働施策総合推進法が改正され、職場においてハラスメ
ント対策を講じることが事業主の義務になりました。

これに伴い、ハラスメントとは何かを理解し、どのような行為が
ハラスメントに該当するのか、法的な知識を身につける必要が
あります。

職員一人ひとりが、ハラスメントに対する正しい認識を持ち、ハ
ラスメントを未然に防止することを目的に本研修を実施します。

今回の研修と通じて、風通しのよい職場づくりや、職場環境の
改善に努めていきましょう。



２ パワハラとは？
同じ職場で働く者に対して、職務上の地位、人間関係その他の職場内の優位性を

背景として、業務の適正な範囲を超えて、精神的若しくは身体的苦痛を与える行為

又は職場環境を悪化させる行為をいい、行為類型として次のものがあります。

身体的な攻撃

• 暴行、傷害

精神的な攻撃

• 脅迫、名誉棄損、
侮辱、ひどい暴言

人間関係からの
切り離し

• 隔離、仲間外し、
無視

過大な要求

•業務上明らかに不要
なことや遂行不可能
なことの強要

•仕事の妨害

過少な要求

•業務上の合理性なく、
能力や経験とかけ離
れた程度の低い仕事
を命じることや仕事
を与えないこと

個の侵害

•私的なことに過度に
立ち入ること

具体的な事例はこちらをチェック 厚生労働省「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/foundation/pawahara-six-types/


２ セクハラとは？
職員が勤務する場所において、相手の意に反し、不快にさせる、性的な関心や欲

求に基づく言動、及び性別による固定的な意識に基づく言動のことをいいます。

性的な内容の言動

•食事やデートにしつこく誘うこと

•性的な噂を立てたり、性的なから
かいの対象とすること

•抱きついたり、肩、手や髪に触る
こと

•宴会でお酌を強要したり、カラオ
ケでデュエットを強要すること

など

性別により差別しようとする意識等
に基づく言動

•女性であるということでお茶くみ、
掃除等の対応を求めること

•「女のくせに…」「男のくせに…」
などと、性別による固定的な意識を
基準にして発言したり、それに見
合った行動を求めること

•性的指向や性自認をからかいやいじ
めの対象とすること

など

※セクハラは男性から女性に行われるものに限らず、女性から女性、女性から男性、男性から男性に対して
行われるものも対象になります。

セクシュアルハラスメントに該当する行為には様々なものがありますが、相手が職務に
専念できなくなるほどに勤務環境を不快なものにした場合など態様によっては懲戒処分
等の人事上の措置を受けたり、法的な責任を問われたりすることもあります。



３ 本市の指針・処分基準等について

所属長の責務

• 所属長は、当該所属における職員の安全及び健康を確保し、その能率を十分に発揮で

きるよう快適で良好な職場環境を確保するため、ハラスメントの防止及び排除に努め

る。

• また、ハラスメントに起因する問題が生じた場合には、必要な措置を迅速かつ適切に

講じなければならない。

職員の責務

• ハラスメントを行わないよう留意し、その防止につとめることにより、職員の安全

及び健康の確保、並びに快適な職場環境の形成に資するよう努める。

• 管理監督職員においては、自らがハラスメントを行わないことはもとより、職場に

おいてハラスメントが起こらないよう、部下職員を指導しなければならない。

職員の安全衛生管理の観点から、ハラスメントの防止・排除に取り組むことにより、
職員の安全及び健康の確保、並びに快適な職場環境形成の促進に資することを
目的に「ハラスメントの防止等に関する指針」が策定されています。

皆で協力し、
快適な職場環境を

https://www.city.osaka.lg.jp/somu/page/0000625318.html


大阪市職員基本条例において、ハラスメントについての
懲戒処分の基準が設けられています。 （下表参照）

項番号 非違行為の類型 懲戒処分の種類

33
相手の意に反することを認識した上で、他の職員に対し、性的な内容の発言、わい
せつな文書、図画、電磁的記録に係る記録媒体その他の物の送付、身体への接触、
つきまといその他の性的な言動(以下「性的言動」という。)を行うこと

減給又は戒告

34 前項に掲げる行為を繰り返すこと 停職又は減給

35
第33項に掲げる行為を執拗に繰り返すことにより、相手に著しい不安を与え、これ
に起因する疾病に罹患させること

免職又は停職

35の２
同じ職場で働く者に対して、職務上の地位、人間関係その他の職場内の優位性を背
景として業務の適正な範囲を超えて、精神的若しくは身体的苦痛を与える行為又は
職場環境を悪化させる行為をすること

停職、減給
又は戒告

35の３
前項に掲げる行為をしたことについて指導を受けたにもかかわらず、当該行為を繰
り返すこと

停職又は減給

35の４
第35項の２に掲げる行為により、相手に著しい不安を与え、これに起因する疾病に
罹患させること

免職、停職
又は減給



大阪市処分事案



４ ハラスメントを受けた時は？

①どんなことをされたのか記録しましょう

• 「いつ」「どこで」「誰が」「何を」「何のために」（5w1h）したのかを、メモや録音な
ど最適な方法で記録しましょう。後々の事実確認などで有効です。

②周囲に相談しましょう

• ハラスメントは我慢していても解決せず、それどころかエスカレートする可能性があるの
で、一人で悩まず、まず同僚や上司に相談しましょう。

③人事担当に相談しましょう

• 上司に相談できない場合は、局内相談窓口に相談しましょう。相談者の不利益にならない
よう、プライバシーの確保に配慮します。

• 大阪市が委託した弁護士による外部の通報窓口もありますので、利用しましょう。



局内相談窓口（ハラスメント内部相談員）

総務課（人事・港湾再編） 増山課長 電話：06-6615-7702

総務課（企画調整） 渡部課長 電話：06-6615-8123

海務課 宮下課長 電話：06-6672-4033

※ハラスメントを受けた本人以外の相談についても受け付けます。

外部通報窓口

➤パワハラ、セクハラ、妊娠・出産、育児又は介護休業に関するハラスメント被害を受けた際の通報窓口
※外部通報窓口は、ハラスメントかどうかを判定したり、利用者の法律相談を受け付けるところではありません。

【委託先】色川法律事務所（弁護士が事案の受付にあたります）

【受付時間】９： 30  ～ 17： 30 （平日のみ) ※色川法律事務所の休業日は除く

【通報方法】（下記①②③から選択できます）

①面談：色川法律事務所【下記電話から要予約】

（大阪市中央区北浜 2 丁目 6 番 18 号 淀屋橋スクエア 12 階）

②電話： 06-6203-0012

③メール：helpline@irokawa.gr.jp ※受付時間外も送信可能ですが、確認は受付時間以降になります。

mailto:helpline@irokawa.gr.jp


こころの健康相談窓口（あなたや家族が心の悩みを抱えたら～）

本職員カウンセリングルームのほか、外部機関の電話・Web相談についても無料で相談が受

けられます。

５回までは無料（同一年度内６回目以降の相談については自己負担となります。）

カウンセリングルーム（相談員や臨床心理士等が面談して、ゆっくりお話を伺います）

【場所】大阪駅前第１ビル８階 【電話】6345-4197 【時間】9:00～17:15（土日祝除く）
【予約メール】 counseling-room@city.osaka.lg.jp

心の悩み電話相談（面談はちょっと…電話ならOKという方）

【電話】6345-4524 【時間】月金：12:15～13:00、14:00～15:30（祝日除く）

こころの相談（電話相談）（外部の相談機関を利用したい…という方）

【委託先】（株）セーフティネット 【電話】0120-205-834（無料）
【時間】（平日）10:00～21:00（土曜）10:00～18:00 ※日祝・年末年始は受付できません。

こころの相談（Web相談）（インターネットで相談したい…という方）

【委託先】（株）セーフティネット 【メールアドレス】osakacity@safetynet.co.jp



５ おわりに
• ハラスメントをする人はほとんどが“無自覚”です。「自分がどう思うか」ではなく「相
手がどう思うか」を考え、自身の言動を振り返ることが必要です。

• 不機嫌な気分を周囲に見せ、不快にさせてはいませんか？ハラスメントにはモラハラ、フ
キハラなど、様々な種類があります。一つひとつ理解しましょう。

• 部下を指導するうえで、時には厳しく叱ることも必要ですが、その場合も、言葉を選んで
適切に対応する必要があります。

• 業務に関する言動であっても、その内容や態様等が威圧的にならないよう注意しましょう。



大阪港湾局ドライブレコーダー等管理要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、事故等における処理の円滑化を図るため、公用車に設置したドライ

ブレコ―ダー及び記録データの適切な運用を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（1） 公用車 

大阪港湾局が管理する業務用車両（専ら大阪府の管理する港湾若しくは海岸のため

の業務用車両を除く。以下「車両」という。）をいう。 

（2） 走行情報 

車両の走行時にかかる映像、音声、速度、位置その他の情報をいう。 

（3） ドライブレコーダー 

走行情報を電磁的記録媒体（以下「記録媒体」という。）に記録する装置をいう。 

（4） 記録データ 

ドライブレコーダー内の記録媒体に保存される走行情報をいう。 

(5) 事故等 

交通事故又は交通違反若しくは通行者又は一般車両等とのトラブルが発生又はその

疑いがあると認められる場合をいう。 

 

（ドライブレコーダー設置の掲示） 

第３条 ドライブレコーダーを設置している車両には、その旨を掲示し周知する。 

 

（管理責任者等の設置） 

第４条 車両に設置されたドライブレコーダー及び記録媒体並びに記録データ（（以下「ド

ライブレコーダー等」という。）の管理責任者を置き、別表に定める者をもって充てる。 

２ ドライブレコーダー等の取扱いに関する事務を行う者として、操作責任者を置き、管

理責任者が指名する職員をもって充てる。 

 

（ドライブレコーダー等の管理方法） 

第５条 第４条に定める管理責任者及び操作責任者（以下「管理責任者等」という。）以外

の者によるドライブレコーダー等の取扱いを禁止する。ただし、以下に定める場合はこ

の限りでない。 

（1） 管理責任者等の指示を受けた職員が、その指示された事務を行う場合 

（2） エラー音等の不具合を解消するために必要な最小限の操作を行う場合 

２ 車両の使用者は、車両を離れる際にはドアを施錠し、盗難の回避などドライブレコー

ダー及び記録媒体の適切な管理に努めるとともに、異常があれば管理責任者等に報告し

なければならない。 



３ ドライブレコ―ダー及び記録媒体を車両外で保管する場合は、事務室内の収納庫に施

錠して保管しなければならない。 

 

（事故等発生時の管理責任者等への報告） 

第６条 事故等が発生した場合、車両の使用者は、管理責任者等に対し、速やかに当該状

況を報告しなければならない。 

２ 前項の規定により報告を受けた管理責任者等は、報告日、報告者及び報告内容を記録

しなければならない。 

 

（記録データの保存と削除） 

第７条 管理責任者等は、前条の規定により報告を受けた事故等の円滑な処理及び交通法

規等の遵守事項の把握（ 原因分析のために、ドライブレコーダー外の庁内情報ネットワ

ークのネットワークサーバ及びその他の記録媒体（（以下「庁内端末等」という。）に記録

データを保存するものとする。 

２ 前項の規定によるもののほか、職員の安全運転指導その他記録データを保存する必要

があると管理責任者が認める場合は、庁内端末等に記録データを保存することができる。 

３ 記録データを庁内端末等に保存した場合、管理責任者等は、当該記録データを記録媒

体から削除することができる。 

４ 庁内端末等に保存した記録データは記録時の状態のまま保管し、管理責任者等の許可

なく編集及び複製をしてはならない。 

 

（記録データ利用及び提供の制限） 

第８条 記録データは、法令に基づく場合を除き、第７条第１項及び第２項に定める目的

の範囲を超えて、利用又は外部への提供をしてはならない。ただし、個人情報の保護に

関する法律第６９条第２項各号に該当する場合は、この限りではない。 

２ 記録データの外部提供に関する事務は、管理責任者が行うものとする。 

３ 管理責任者は、記録データの外部提供を行った場合、提供日、その理由、期日、提供

を行った相手方の名称 所在地、及び提供データの内容等を記録しなければならない。 

 

（記録データの保存期間） 

第９条 記録データの保存期間は、走行情報が保存された日から記録媒体の記録上限を超

えて自動で上書きされるまでの期間とする。 

２ 庁内端末等に保存した記録データは、大阪市公文書管理条例及び大阪市公文書管理条

例施行規則等の定めるところにより、適正に管理しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第 10条 ドライブレコーダーの運用に関わるすべての者は、第８条に定める場合を除き、

記録データから知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

 



附 則 

この要綱は、令和６年 11 月１日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

管理責任者 

販売促進課長 

管財課長 

工務課長 

事業戦略課長 

保全監理課長 

施設管理課長 

海務課長 

防災 海上保全担当課長 

設備課長 
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